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１９８８ １４５３ ２３０５ ９．５８１ １６４























































１９９２ １５５ ４１６ １４
１９９３ １９５ ５１６ ２４ １７６７
１９９４ ２１７ ５４６ ４３
１９９５ ２２１ ５３４ ６５ ２４６４
１９９６ ２１６ ５０１ ８２
１９９７ ２０８ ４４７ ９６
１９９８ １８４ ３７４ １２０
１９９９ １６５ ３１７ １５１
２０００ １４９ ２６２ １７６ ３１６０
















１９７８ ４０１５２ ７４５１ ２０４８ ２４
１９８０ ４２３６１ ８０１９ ２４２５ ２５
１９８５ ４９８７３ ８９９０ ３３２４ ３８ ２５
１９９０ ６４７４９ １０３４６ ３５４９ ９６ ２２
１９９５ ６８０６５ １１２６１ ３１４７ ５３ ２１
２０００ ７２０８５ ８１０２ １４９９ ４２ １３
２００１ ７２７９７ ７６４０ １２９１ ４５ １２
２００２ ７３２８０ ７１６３ １１２２ ４５ １１
２００３ ７３７３６ ６８７６ １０００ ４４ １１
２００４ ７４２６４ ６７１０ ８９７ ４４ １０
２００５ ７４６４７ ６４８８ ８１０ ４５ １０
２００６ ７４９７８ ６４３０ ７６４ ４５ ９．６
２００７ ７５３２１ ６４２４ ７１８ ４３ ９．５
２００８ ７５５６４ ６４４７ ６６２ ４３ ９．５
２００９ ７５８２８ ６４２０ ６１８ ３７ ９．３
２０１０ ７６１０５ ６５１６ ５９７ ３６ ９．４
２０１１ ７６４２０ ６７０４ ６０３ ３７ ９．６
２０１２ ７６７０４ ６８３９ ５８９ ３９ ９．７
２０１３ ７６９７７ ６３６５ ５６６ ２５ ９
２０１４ ７７２５３ ６３１２ ５３７ ２２ ８．９
２０１５ ７７４５１ ６２０８ ４８１ ２０ ８．７
２０１６ ７７６０３ ６１７０ ４５３ １８ ８．６
































１９８５ ４５０ ６ ０．９１
１９９０ １７０ ２１０５ ４ ６２ ４
１９９５ ９５６ ４６１４ ３１７ ２７２ ２４１ ９
２０００ ２４０７ ５０７０ １５５ ６８７ ４５７ ３１０ ３３２ １３
２００１ ２７１４ ４７６０ １５３ ８４１ ４８３ ３２６ ３４５ １３
２００２ ３４１０ ４７４３ １６１ １０８３ ５３８ ３６７ ３９１ １５
２００３ ４２９９ ４６３７ １７３ １２６１ ５９２ ４０９ ４５４ １６
２００４ ５０１８ ４５８７ １９２ １４３６ ６２５ ４７０ ５６３ １７
２００５ ５８２４ ４９０１ １８８ １７５０ ６９９ ５５７ ６８８ ２０
２００６ ６５８６ ５１５９ １７８ １９２０ ７４１ ６１１ ７９６ ２１
２００７ ７２５３ ５４９７ １７０ ２０７５ ７８８ ６８０ ９０３ ２３
２００８ ７９０４ ５７７６ １６４ ２１９４ ８４０ ６７９ ９４３ ２４
２００９ ８６０７ ６５８６ １６０ ２４３３ ９５６ ７２１ ９７８ ２７
２０１０ ９４１８ ７００７ １５６ ２６１３ １０２４ ７７０ １０５３ ２９
２０１１ １０３５４ ７９４５ １４９ ３２６９ １１８３ ９３２ １２１７ ３３
２０１２ １１２９６ ８６２９ １４９ ３７８７ １２４３ ９６９ １２４６ ３６
２０１３ １２５２１ ９３３５ １０８ ６０６９ １７２１ １３９７ １５６６ ４３
２０１４ １４３９０ １０５８４ １０３ ６３１５ １７５１ １３９３ １５６２ ４７
２０１５ １６３９５ １１６８２ ９２ ６３８９ １７９８ １３４４ １４４６ ５１
２０１６ １７９９７ １２８６２ ８６ ６３８１ １８２４ １３０５ １３６１ ５４






































































２０１５ 江蘇省 ３８５６４．００ ５５
２０１６ 広東省 ４２５７８．７６ ５４
２０１５ 貴州省 ５２４６．２０ ５０
２０１５ 遼寧省 ２００３３．００ ６８
２０１５ 黒竜江省 ７５６４．７０ ５２
２０１５ 山東省 ３２０７０．００ ５１
２０１５ 天津市 ７７８１．４２ ４７
２０１６ 河北省 ２１５８３．１０ ６８
２０１４ 福建省 １６１６５．３７ ６７
２０１５ 湖北省 １６２２８．９６ ５５
２０１５ 安徽省 １２６４７．９０ ５８
出所：黄・応・徐・孫（２０１７）pp．７―８．
８黄・応・徐・孫（２０１７）pp．７を参照されたい。
表５ ２００５～２０１１中国における個人企業と私営企業の変化
表６ 中国一部省の私有企業の付加価値のシェア
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や事業の多角化に乗り出した大型国有企業も増えている。他方，電力や通信や金融などの産業にお
いては私有企業に対する規制が以前より厳しくなった。
６．むすび
中国の改革の初期には，陳雲を代表とする保守勢力が存在したが，鄧小平を代表とする改革派は，
中国の政治の主導権を握っており，また，大勢の若い知識青年の都市部への復帰に伴う深刻な失業
問題を至急に解決する必要があることから，１９７９年に薛暮橋などの改革派の経済学者の提案を採用
し，個人に自営業の許可を発行した。それによって，初期の私有企業としての個人企業がまず中国
の南の広東省に現れ，それから全国に迅速に広がって，私有企業は中国で復活した。１９８１年に個人
企業に対する雇用規制が緩和され，５人までの労働者の雇用が許可された。１９８８年になって，８人
以上の労働者が雇用できる私営企業の経営が許され，その年に全国で９万社の私営企業が現れた。
しかし，１９８９年の天安門事件の発生によって，趙紫陽など多くの改革派の政治家が失脚し，陳雲を
代表とする保守派の勢力が台頭したので，１９８９年から１９９１年までの私有経済が低迷した。
改革の第２段階になって，１９９２年の鄧小平の南巡講話により，保守派の勢力が抑えられ，中国で
社会主義市場経済体制が確立し，また，株式制の導入が促進され，全国に３，７００社の株式制企業が
現れた。１９９８年から２０００年までの三年間において朱鎔基による国有企業改革が全国で行われて，多
くの経営不振の国有企業は，閉鎖，売却，統合などの手段で整理されたので，国有企業は６５５万社
から４１１万社までに減少した。それに伴って，３０００万人以上の労働者がリストラされたが，その多
くは，受け皿としての私有企業のところに流れていった。２００２年になって，私有企業の経営者が中
国共産党へ入党できるようになり，また，６５名の私営企業の経営者は，私有企業の代表として全国
政治協商会議に出席したことにより，私有企業の社会的地位は以前より向上した。それと同時に，
私有企業のインフラなどの公共事業への参入も許可された。２００４年に，憲法改正により，私有企業
の経営者を含む国民の私有財産が憲法で保護されるようになった。
改革の第３段階に，まず，２００５年に中国国務院は個人・私営企業など非公有制経済発展の奨励，
支持および指導に関する若干の意見」という１９４９年以来初めて私有企業に対する政策文書を公表し，
そこでは国有企業と私有企業を平等に取り扱い，それまでに国有企業の独占した産業を私有企業に
開放するという政策がだされた。２００５年年末に中国におけるすべての私有企業の従業員が全国就業
人口に占めるシェアは２０％に達し，公有企業のそれを大幅に超えた。次に，２００７年に全国人民代表
大会で可決された新企業所得税法によって，中国政府がそれまでに外資企業に対する優遇税制を廃
止し，内資企業と外資企業を税制上同様に扱うようになった。同時に，全国人民代表大会で「物権
法」が可決された。そこから，私有企業の工業用地の使用権やほかの物的財産の所有権を法律上明
確に保護されるようになった。２００７年年末にすべての私有企業の従業員数が全国就業人口に占める
シェアはさらに２５％になった。２０１０年に，中国政府は国有企業が独占する鉄道や道路などインフラ
部門，石油・天然ガス，電力，金融など産業への資本参加を奨励・支持すると表明した。２０１１年度
の私有企業の従業員は，２億５，０８６万人に達し，全国従業人口の３３％のシェアを占めた。
２０１３年１１月に中国共産党第１８期代表大会第３回総会において，私有企業が経済成長や就業拡大や
国家税収の増加などに大きな貢献をしていることが認められたと同時に，国有企業改革への参与や
株式制を含む現代企業制度の導入を奨励する政策がだされた。２０１５年にすべての私有企業の就業人
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口が中国就業人口に占めるシェアは，５１％に達し，公有企業のそれを遥かに超えた。また，２０１５年
年末に私有企業によって作られた付加価値も中国 GDPに占めるシェアは５０％以上９になり，一部
の地域の私有企業のそれは６０％以上に達した。同時にすべての私有企業によって収められた法人所
得税や増値税などの税金が中国税収に占めるシェアは６８％，外資企業および香港・マカオ・台湾系
企業を除いた狭義私有企業のそのシェアも５１％に達した。
２０１６年１０月に中国共産党第１８期代表大会第３回総会により，習近平の中国における「核心」地位
が確立し，本格的な習近平時代はスタートした。それから，国有経済の増強，私有経済の縮小を意
味する「国進民退」の動きが強まっているといわれている。現在，大型国有企業が私有企業を次々
と買収し，私有企業の支配した領域を取り戻そうとしている。また，電力や通信や金融などの産業
においては私有企業に対する規制が以前より厳しくなっている。過去３０年間以上続いてきた中国経
済の高成長は，市場経済体制やそれによると競争がもたらした果実であるといっても過言ではない。
しかし，「国進民退」がこれ以上進展すれば，今後，私有企業の投資意欲が萎縮しかねない。また，
改革・開放が逆戻りではないかと懸念されている。これから中国経済の高成長を維持するために，
国有企業の独占分野を私有企業に開放する約束を忠実に実施する必要があると思われる。
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